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平成26年７月28日 

各  位 

会 社 名 株式会社コーエーテクモホールディングス 

代表者名 代表取締役社長  襟 川 陽 一 

（コード番号 3635 東証第一部） 

問合せ先 専務執行役員CFO  浅  野  健 二 郎 

（TEL 045-562-8111） 

 
連結子会社間の合併についてのお知らせ 

 
当社は、本日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社コーエーテクモゲームス

（以下「ＫＴＧ」という。）と、同じく完全子会社である株式会社ガスト（以下「ＧＵＳＴ」という。）

が合併すること（以下「本件合併」という。）を決議いたしましたのでお知らせいたします。 
 なお、本件合併は、当社の完全子会社同士の合併であるため、開示事項・内容を一部省略して記載

しております。 
 

記 
 
１．合併の目的 

家庭用ビデオゲーム分野における新たなハードの登場や、スマートフォンを中心とするモバイ

ル端末向けゲーム分野の急成長など、激変するゲーム業界環境において成長性と収益性を持続的

に高めていくうえで、ＩＰの重要性が増しております。当社グループにおいては経営方針「さら

なるＩＰの創造と展開」のもと、イベント、アニメ、コラボレーション及びタイアップ等様々な

施策を通じて、ＩＰ価値の拡大に取り組んでまいりました。本件合併を通じてグループの主力ブ

ランド「コーエー」「テクモ」及び「ガスト」をＫＴＧに集約し、ＩＰを活用した各種施策実行の

さらなる迅速化と効率化を図り、グループ全体の価値最大化を目指します。 
なお、ＧＵＳＴにつきましては、ＫＴＧ内のスタジオ「ガスト長野開発部」として引き続き「ガ

スト」ブランドの既存シリーズ展開を継続するとともに、新たなＩＰの創造にも積極的に取り組

んでまいります。 
 
２．合併の要旨  
（１） 合併の日程 

合併契約承認取締役会（当社、ＫＴＧ、ＧＵＳＴ）  平成26年７月28日（月） 

合併契約締結(ＫＴＧ、ＧＵＳＴ）  平成26年７月28日（月） 

合併承認株主総会（ＫＴＧ、ＧＵＳＴ）  平成26年９月29日（月）（予定） 

合併期日（効力発生日）  平成26年10月１日（水）（予定） 

 

（２） 合併の方式 
ＫＴＧを存続会社とする吸収合併方式とし、ＧＵＳＴは効力発生日をもって解散します。 

 

（３） 合併に係る割当の内容 
 ＫＴＧ及びＧＵＳＴは、当社の完全子会社であるため、合併による新株発行及び金銭等の割

当はありません。 

 

（４） 消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 
該当事項はありません。 
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３．合併当事会社の概要 

（平成26年３月31日現在） 

  存続会社 消滅会社 

(１) 商 号 株式会社コーエーテクモゲームス 株式会社ガスト 

(２) 本 店 所 在 地 
神奈川県横浜市港北区箕輪町一丁

目18番12号 

長野県長野市南千歳一丁目17番4

号 

(３) 代表者の役職・氏名 

代表取締役社長 

襟川 陽一 

（平成26年７月28日） 

代表取締役社長 

襟川 陽一 

（平成26年７月28日） 

(４) 事 業 内 容 

パーソナルコンピュータ・家庭用

ビデオゲーム機用ソフトウェアの

企画・開発・販売、オンラインゲ

ーム・モバイルコンテンツの企

画・開発・運営、書籍の企画・制

作・販売 

家庭用ビデオゲーム機用ソフト

ウェアの企画・開発・製造・販売

(５) 設 立 年 月 日 昭和53年７月25日 平成５年10月１日 

(６) 資 本 金 の 額 9,090百万円 33百万円 

(７) 発 行 済 株 式 総 数 68,571,624株 485株 

(８) 事 業 年 度 の 末 日 ３月31日 ３月31日 

(９) 大株主及び持株比率 
当社100％ 

（平成26年７月28日） 

当社100％ 

（平成26年７月28日） 

 

(10)平成26年３月期における経営成績及び財政状態 

 株式会社コーエーテクモゲームス 株式会社ガスト 

純 資 産 64,666百万円 484百万円

総 資 産 79,028百万円 916百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 943円05銭 999,783円04銭

売 上 高 22,752百万円 1,844百万円

営 業 利 益 5,045百万円 400百万円

経 常 利 益 8,221百万円 411百万円

当 期 純 利 益 5,866百万円 273百万円

１株当たり当期純利益 85円56銭 563,783円93銭

 
４． 合併後の状況 

存続会社であるＫＴＧの商号、代表者の役職・氏名、事業内容、本店所在地、代表者、資本金

及び決算期について、本件合併による変更はありません。 

 
５．今後の見通し 

   本件合併はいずれも当社の完全子会社を当事者とするものであるため、本件合併の実施による

当期の連結業績への影響はありません。 

 

以 上 

 


